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平成26年産(1月26日現在） 
（総検体数 1,781 点） 95％ 

(4,473)  

3.6％ 
(167)  

0.8％ 
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平成25年産 
（総検体数 4,717 点） 
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平成24年産 
（総検体数 5,633点） 

79％ 
(4,445) 

15％ 
(871) 

2.7％ 
(150) 

1.9％ 
(106) 1.1％ 
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平成23年産 
（総検体数534点） 

83.9％ 
(448) 

6.4％ 
(34) 

3.7％ 
(20) 

3.0％ 
(16) 

3.0％ 
(16) 

検
査
点
数
の
割
合
（
％
） 

（注）・平成27年1月26日までに厚生労働省が公表したデータに基づく。（ ）内は検査点数。 
   ・検出下限値未満は25ベクレル/kg以下として集計。 
   ・生産年度と検査年度が異なる場合は、生産年度の結果に含めている。 

食品中の 
放射性物質対策 大豆の検査結果の推移（〜平成27年1月26日） 

• 平成23年産は、根からの吸収により検体数の3％で100ベクレル/kgを超過。 
• 平成24年産以降も、100ベクレル/kg超過がみられるものの、その割合が低下。 

放射性セシウム (ベクレル/kg) 

農林水産省 
農林水産省「農林水産現場における対応」より作成 

2012（平成 24）年産の大豆は、2011（平成 23）年産に比べると、基準値超過の割合
は減少したものの、超過が見られたため、放射性セシウム濃度低減のための調査研究を行
いました。
2013（平成 25）年産以降においては、その結果を踏まえて、カリ施肥などの放射性セ
シウムの吸収抑制対策を行いました。この結果、2014（平成 26）年産においては、2015（平
成 27）年 1月末までで約 2,000 点を検査し、基準値を超過したものは一部地域に限られ
た 2点（0.1％）と大きく減少しています。

本資料への収録日：2013 年 3月 31日
改訂日：2014 年 3月 31日
	 ：2015 年 3月 31日

本情報は事故当時（2011 年）～ 2014 年度の情報です。

関連Q&A
・4章QA3	 農林水産物の安全性を確保するためにどのような取組がとられているのですか
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食品中の 
放射性物質対策 

農林水産省 

平成26年産米の安全対策 

■平成25年産米の検査結果や、避難指示区域の見直し等も踏まえ 
①避難指示により立入りが制限されている帰還困難区域は作付制限 
②営農が制限されている居住制限区域は農地の保全管理や試験栽培 
③避難指示解除準備区域など、今後1、2年程度で作付再開を目指す 
 地域では実証栽培 
④平成25年産から作付を再開する地域については、吸収抑制対策を 
 行った上で、全量を管理・検査 
⑤それ以外の地域については、抽出検査により安全を確認 

作付制限、吸収抑制対策、収穫後の検査の組合せで
安全確保 

農林水産省「農林水産現場における対応」より作成 

米については、作付制限、吸収抑制対策、検査の 3つの対策を組み合わせた安全の確
保が図られています。
2014（平成 26）年産米については、2013（平成 25）年産米の検査結果や、避難指示
区域の見直しなども踏まえ、
①　避難指示により立入りが制限されている帰還困難区域は作付制限
②　避難指示により営農が制限されている居住制限区域は、除染後農地の保全管理や市
町村の管理の下での試験栽培

③　避難指示解除準備区域など、今後 1、2年程度で作付再開を目指す地域では実証栽
培

④　2013（平成 25）年産から作付を再開する地域については、吸収抑制対策を行った
上で、全量を管理・検査

⑤　それ以外の地域については、抽出検査により安全を確認
が実施されています。また、福島県では県独自の取組として、全地域で全袋検査が引き続
き実施されています。

本資料への収録日：2014 年 3月 31日
改訂日：2015 年 3月 31日

関連Q&A
・4章QA1	 食べものの安全はどのように確保されているのですか
・4章QA3	 農林水産物の安全性を確保するためにどのような取組がとられているのですか
・4章QA87	 米の安全性は、どうなっていますか
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